
空白地域の解消に向けた取組等について

令和４年１２⽉
文化庁国語課地域日本語教育推進室

資料３
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在留外国⼈数 在留外国⼈数が総⼈⼝に占める割合

※法務省「在留外国⼈統計」、総務省「⼈⼝推計」より作成。（※令和４年のみ令和4年10月14⽇付在留外国⼈数は報道発表資料より作成。）

在留外国人数及び在留外国人が総人口に占める割合の推移

約296万人

2.4%



○令和４年６⽉現在の在留外国⼈数は約296万⼈（出⼊国在留管理庁調べ）。
○国内の日本語学習者数は令和元年時点で約28万⼈となり、過去最⾼。⻑期的にも増加傾向にある。
〇新型コロナウイルス感染症に関する⽔際対策により令和３年度の国内の日本語学習者数は約12万⼈に減少したが、⻑期的

には更なる増加が想定される。

国内の日本語学習者数等の推移

※ 出典︓文化庁「国内の日本語教育の概要」（各年11⽉1日時点）
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○新型コロナウイルス感染症に関する⽔際対策により令和３年は概ね減少に転じたが、地域における日本語教育を⾏う機関数、
日本語教師数、日本語学習者とも⻑期的には増加傾向にある。

○特に、日本語教育を受ける学習者数のうち、３８.８％（47,917⼈）を地域において日本語教育を受ける学習者が占める。

国内の日本語学習者数等の推移（地域における日本語教育機関のみ）

※ 出典︓文化庁「国内の日本語教育の概要」（各年11⽉1日時点）
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日本語教室がある市区町村の割合
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日本語教室がある市区町村の割合（都道府県別）

※文化庁「令和３年度日本語教育実態調査」より作成
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※１

※１ 令和元年度より日本語教育機関の所在地（市区町村）のデータと
都道府県が回答した域内の空白地域のデータの双方を使用。

R１︓地域⽇本語教育の総合的な
体制づくり推進事業開始

17件（R1） → 48件（R4）

・域内に「⽇本語教室がある」市区町村（政令市の⾏政区を含む）は令和３年度では53.７％となっている。
・「⽇本語教室空白地域」（※）は平成24年度は64.4％であったが、令和３年度は46.3％となった。

H28︓地域⽇本語教育スタート
アッププログラム開始（継続中）
5件（H28） → 18件（H30）
（R4までの延べ実施件数45件）

域内に日本語教室がある市区町村の数の推移



・卒業後自主財源等で教室継続
１９団体
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地域日本語教育
スタートアッププログラム
卒業団体マップ
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ｚ
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地域日本語教育スタートアッププログラムの概要①

４１名のアドバイザーが豊富な知識・経験で日本語教室開設をサポー
トします。
・チーフアドバイザー（８名）
・日本語教育施策推進アドバイザー（３３名）

【専門分野】
日本語教育/国際交流・多文化共⽣ 等

地域日本語教育スタートアッププログラムの概要②



日本語教育に関する調査の共通利用項目について①

⽇本語教育において外国人等のニーズを把握することは極めて重要。
地域に暮らす外国人等の⽇本語能⼒や学習状況・学習経験などに
ついて、地域間の⽐較や全国的な傾向の把握が⾏えるよう、
「⽇本語教育に関する調査の共通利⽤項目」を文化庁で作成。

（出典:H28年度地域における⽇本語教育の推進に向けて 報告書）

【共通利⽤項目】

① 外国人の属性等に関する項目
基本的な属性に関する情報や
⽇本の在留年数・滞在予定年数等（７問）

② ⽇本語学習に関する項目
⽇本語学習経験・希望の有無、
⽇本語学習の方法等（９問）

③ ⽇本語能⼒に関する項目
⽇本語がどのくらいできるか
（聞く）（話す）（読む）（書く）
⽣活場⾯でどの程度⽇本語ができるか

【対応言語】

（１７言語）
⽇本語、英語、中国語（繁体字）、

中国語（簡体字）、韓国語、スペイン語、
ポルトガル語、ベトナム語、ネパール語、
フィリピノ語、タイ語、インドネシア語、
ミャンマー語、クメール語、モンゴル語、

ウクライナ語、ロシア語
（下線は今年度新規追加）

日本語教育に関する調査の共通利用項目について②



地域日本語教育スタートアッププログラムにおけるニーズの把握について①

課題発見

• 在住外国人のニーズが⾒えないことは地域の課題の⼀つ

• 理由は在住外国人との接点が地方公共団体にないこと等

• ニーズ調査をしようと思ってもノウハウがない…

調査・分析

• まず⽇本語教室の開設準備の際にニーズ調査を⾏う

• どのような課題が地域にあるのかを明らかにする

• 調査を⾏うことで、⾏政や外部から協⼒を得やすくなる

事業の改善

• ニーズの調査を⾏っておくことで課題設定をすることができ、事業の評価をし
ていく際に、当初設定した課題の解決にどれくらい近づいているかということ
を調査・分析できるようになる

• 事業の改善につながり、外部に事業の意義を訴えていく足がかりになる

出典︓平成30年度⽇本語教室⽴ち上げハンドブック p.14〜15

「共通利⽤項目」の利⽤

本⽇の事例報告による
ノウハウ共有

地域日本語教育スタートアッププログラムにおけるニーズの把握について②

事例紹介① 中能登町教育委員会（石川県）※令和2年3月時点

１年目

・県と共催で多文化共
⽣事業に取り組む。

・企業へのヒアリング
や参加者へのアンケー
トを⾏いニーズを調査。

２年目

・⽇本語教室を常設する
場所の確保。⽇本語教室
のプレ開催。⽣活に必要
な知識やことばを学ぶ。

３年目

・⽇本語教室を開催する
ほか、養成講座や企業と
の懇談会等を実施するこ
とで双方向からさらに詳
しいニーズを把握する。

参加者から直接声を聞くことで
ニーズを実感

※令和2年3月時点



地域日本語教育スタートアッププログラムにおけるニーズの把握について③

事例紹介② 江田島市（広島県）

アドバイザー

多文化共生相談員

市役所担当部署 コーディネーター会議

在住外国人の声

⽣活状況、課題（ニーズ）を把握

在住外国人の
ニーズの
情報提供

⽇本語教室の
企画・運営

専門的視点での助言

※平成31年3月時点

本事業関連の今後のスケジュール

〇 令和５年１⽉頃︓⽇本語教室開催に向けた研究協議会

※空白地域が多い都道府県における空白地域の解消方法について、
検討・協議する研究協議会を開催予定。

〇 令和５年１⽉頃︓令和５年度事業公募開始（予定）

※都道府県・政令指定都市向け「地域⽇本語教育の総合的な体制づくり」事業も
同時期に公募開始予定

〇 令和５年３⽉頃︓令和５年度事業採択決定（予定）

⽇本語教室⽴ち上げハンドブック（１〜３）絶賛公開中︕是非とも御活⽤ください。
（文化庁ＨＰ︓地域⽇本語教育スタートアッププログラム）
https://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/seikatsusha_startup_program
/93417701.html



●概要
国内外の日本語学習者を対象とし、ウェブ上のシステムで表示されるCan doがどの
程度できるかを答えていくことで、日本語能力を簡易に判定し、その結果を日本語
学習の目標設定に役立て、自律的な学習を促すことを目的とした自己評価ツール。

●内容
「日本語教育の参照枠」の６レベル（Ａ１～Ｃ２）、５言語活動（聞く、読む、話
す（やり取り・発表）、書く）で、レベルごとに示されるCan doについて、日本語
学習者が、「1.できない」、「2.あまりできない」、「3.難しいがなんとかでき
る」、「4.できる」の四段階で回答していくことで日本語能力の自己評価を行う。

●対応言語
日本語を含む全１４言語に対応

「日本語教育の参照枠」に基づく日本語能力自己評価ツール

「にほんご チェック！」について

中国語、英語、フィリピノ語、インドネシア語、クメール語、韓国語、
モンゴル語、ミャンマー語、ネパール語、ポルトガル語、スペイン語、

タイ語、ベトナム語、日本語（ルビ付き）

令和４年９月３０日公開

（１）トップ画面

（３）判定結果画面（例）（２）自己評価画面（例）


